
江 東 区
男 女 共 同 参 画 に 関 す る
意 識 実 態 調 査 報 告 書

概 要 版

令和２年３月

調 査 概 要 ……………………………………………………………………1

調査結果の概要 ……………………………………………………………2

男女平等意識 ……………………………………………………………2

家庭生活等 ………………………………………………………………3

生涯を通じたこころとからだの健康支援 ……………………………4

学校教育 …………………………………………………………………4

仕事 ………………………………………………………………………5

育児や介護への支援 ……………………………………………………6

ワーク・ライフ・バランス ……………………………………………8

推進体制 ……………………………………………………………… 10

ハラスメント等 ………………………………………………………11

性の多様化 ……………………………………………………………12

ドメスティック・バイオレンス ……………………………………14

地域活動・防災活動 …………………………………………………16

政策決定過程への女性の参画 ………………………………………17

男女共同参画に関する区の施策 ……………………………………17

江 東 区
男 女 共 同 参 画 に 関 す る
意 識 実 態 調 査 報 告 書

概 要 版



調 査 概 要
▼調査の目的

　 このたび、新たな江東区第７次男女共同参画行動計画の策定に向けて、区民及び区内企業（事業所）

の男女共同参画に関する意識、実態などを把握し、今後の施策のあり方を検討するための基礎資料と

して活用する目的でアンケート調査を実施しました。

アンケート調査を集計した数値は小数第2位を四捨五入し、小数第1位までを表記しています。

このため、合計が必ずしも100％にならない場合があります。

回答者が2つ以上回答することができる質問（複数回答）については、回答率（％）の合計が

100％を超える場合があります。

アンケート調査の選択肢の文章が長い場合、要約して短く表現している場合があります。

▼調査の構成及び回収状況
調査の対象者・方法・期間・回収率については、以下のとおりです。

江東区住民基本台帳から

満18歳以上の男女を

無作為摘出

（令和元年9月1日現在）

郵送配付、郵送回収、自記式質問紙調査

配付数（Ａ）

従業員 20 人以上の江東

区内の企業・事業所

（ただし、回答時におい

て従業員が19人以下で

あった事業所を含んでい

ます）

区民調査 区内企業（事業所）調査

調査対象者

調 査 方 法

調 査 期 間

回収数（Ｂ）

うち有効回収数
（Ｃ）

有効回収率
（Ｃ／Ａ）

2,400

752

752

31.3％

令和元年9月12日～10月3日

1,200

214

214

17.8％

▼概要書の見方
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男性
35.1％

女性

59.7％

どちらとはいえない
0.1％

無回答
5.1％

総数
752人

総数
752人

総数
214

総数
214

19人以下

13.1％

20～49人

40.2％
50～99人
21.5％

100～299人

19.6％

300人以上
4.2％

無回答
1.4％

情報通信業

1.4％

運輸業

10.3％

卸売 ･小売業
19.2％

金融・保険業

2.3％
不動産業

0.5％

飲食店・宿泊業

4.7％

医療・福祉

12.6％

教育 ･学習
サービス業

2.3％

サービス業

13.6％

その他

7.5％

無回答

5.6％

製造業

12.1％

建設業

7.9％

家庭生活

職場

学校教育の場

地域社会

政治の場

法律や制度

社会通念 ･慣習 ･しきたり

社会全体

男性の方が
優遇

どちらかといえば
男性の方が優遇

平等 どちらかといえば
女性の方が優遇

女性の方が
優遇

わからない 無回答

12.8 41.5 28.9 5.7 

1.3 

7.2 2.7 

19.5 37.2 24.6 5.3 

0.9 

9.0 3.3 

3.1 12.8 45.9 2.5 

0.8 

30.3 4.7 

8.8 27.0 29.3 2.8 

1.1 

27.3 3.9 

37.8 38.3 7.3 

1.5 0.9 

11.2 3.1 

12.9 31.6 28.7 3.9 
1.9 

17.0 4.0 

26.1 49.3 11.3 

1.9 0.7 

8.2 2.5 

16.0 53.6 14.4 3.7 

0.9 

8.8 2.7 

18 ～ 19歳

1.5％ 20 ～ 29歳

30～39歳
16.2％

40～49歳
17.7％

50～59歳
18.2％

60～69歳
17.3％

70歳以上
18.1％

無回答
4.0％

単位：％

総数＝ 752

調査結果の概要

男女平等意識

社会全体としては、７割が『男性優遇』と感じています。学校教育の場では、４割台半ばが「平等」

と感じています。

7.0％

区民調査 区内企業（事業所）調査

区民調査

● 性  別

● 年  齢

● 従業員数

● 業  種

男女平等意識

▼男女の地位の平等感

※
回
答
時
に
お
け
る
従
業
員
数
の
た
め

　

19
人
以
下
と
い
う
回
答
も
あ
り
ま
す
。
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賛成
どちらかといえば

賛成
どちらかと
いえば反対 反対 わからない 無回答

単位：％

1.9

21.9 29.3 31.8 10.6 4.5

3.8 28.8 27.7 25.4 9.5 4.9

0.9

17.8 29.8 36.7 11.4 3.3

全体（752）

男性（264）

女性（449）

夫の役割
どちらかといえば

夫の役割
夫婦

同じ程度
どちらかといえば

妻の役割 妻の役割 その他 無回答

8.0 28.0 52.7 5.1

1.6 0.6
4.1

6.5 15.5 21.4 25.5 26.5

0.8

3.7

1.6
3.3 10.6 29.0 51.8

0.4
3.3

2.4 7.8 20.4 29.6 36.3
0.2

3.3

1.6
3.5 18.6 20.6 51.6

0.8
3.3

2.7 5.3 18.6 28.8 41.0
0.2

3.5

1.4
4.9 29.0 26.1 34.9

0.4
3.3

0.2 1.8
26.5 16.5 23.5 25.1 6.3

6.3 16.3 25.3 15.5 16.1 16.3 4.1

14.8 43.9 36.8

0.6
3.9

0.6 1.3

40.0 34.2 18.1 2.6 3.2

0.6 2.6
32.3 35.5 22.6 3.2 3.2

家庭生活等

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」という考え方については、「賛成」「どちらかとい

えば賛成」の合計が2割を超え、「どちらかといえば反対」「反対」の合計が6割を超えています。「賛

成」「どちらかといえば賛成」という考えは、男性が女性を13.9ポイント上回っています。

区民調査▼性別役割分業観に対する考え方

区民調査▼夫婦の役割分担

“家庭の重大問題の決定”は、「夫婦同じ程度」が5割を超えています。一方“食事のしたく”“育児”

“洗濯”は7割以上が「どちらかといえば妻の役割」「妻の役割」となっています。

家庭の重大問題の決定

家計の管理

食事のしたく

食事のあとかたづけ

洗濯

そうじ

食品、日用品の買い物

家族等の介護、看護

自治会等地域でのつきあい

総数＝ 155

育児（乳幼児の世話）

子どものしつけ

子どもの教育

総数＝ 490

（中学生以下の子どもがいる方）

単位：％
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生涯を通じたこころとからだの健康支援

区民調査▼こころとからだの健康維持のためにに必要な施策や支援

男女の別なく能力や個性を
生かせるようにすること

子どもの成長と発育に応じた
性教育を行うこと

ジェンダーに関する研修を通して教師の
意識を変えていくこと

児童・生徒の男女による役割分担
をなくすこと

多様な性への理解を深める

校長・副校長などに女性を積極的
に登用すること

デートＤＶの予防教育
を推進すること

ＰＴＡなどを通じ、男女平等教育
の理解と協力を求めること

名簿や整列などを男女で分ける
習慣をなくすこと

その他

特にない

わからない

無回答

65.6

37.6

37.1

35.2

33.4

24.2

18.6

17.3

14.1

4.0

2.8

5.2

2.4

64.4
67.5

29.2
43.0

34.1
39.9

39.0
34.3

32.2
35.0

20.5
25.6

14.8
21.8

16.7
18.0

17.8
12.7

3.8
4.2

3.8
2.4

6.1
3.8

1.5
1.8

学校教育

区民調査▼男女平等教育において重要なこと

最も必要とされている

のは「健康診査や各種

検診などの予防対策

の推進」で、全体の5

割台半ばとなってい

ます。

「学習・生活指導や進

路指導において、男

女の別なく能力や個

性を生かせるように

すること」は、全体の

６割台半ばとなって

います。

54.8

29.3

26.6

22.6

21.5

12.1

11.8

3.7

3.6

2.1

健康診査や各種検診
などの予防対策の推進

各年代における健康に
関する意識啓発

こころとからだに関する
相談支援

妊娠・出産等に関する支援

精神疾患や依存症への
支援

リプロダクティブ・ヘルス＆ライツ
の普及・啓発

自殺予防対策の推進

その他

特にない

無回答

50.4

58.1

25.8

31.2

25.8

27.6

17.4

25.8

18.6

24.1

7.2

15.6

10.2

12.5

4.9

3.1

4.2

2.7

2.3

1.3

0％20％40％60％ 0％ 20％ 40％ 60％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％0％20％40％60％80％

男性（254）

女性（449）全体（752）

男性（254）

女性（449）全体（752）
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持たない

0.3％
結婚するまでは持つ

1.3％
子どもが

できるまでは持つ

2.3％

子どもが
大きくなったら

再び持つ

21.3％

ずっと持ち続ける

50.8％

その他

15.3％

わからない

7.4％

無回答

1.3％

総数
752人

昇進・昇格の機会に差別がある

仕事の内容に差別がある

賃金・待遇の面で差別がある

募集や採用で差別がある

能力開発の機会に差別がある

女性には結婚退職や
出産退職の慣習がある

定年で差別がある

その他

特に差別はない

わからない

無回答

18.0

15.8

14.9

11.5

3.5

2.8

2.4

2.8

53.7

8.0

2.4

『差別がある』

＝ 35.9％
『差別がある』

＝男性 33.5％

　女性 37.1％

区民調査▼女性が仕事を持つことについての考え方

仕　事

0％20％40％60％

区民調査▼職場における男女差別

14.2
19.9

17.0
14.6

11.4
16.5

13.1
10.1

1.7
4.1

3.4
2.6

0.6
3.0

2.3
3.0

58.5

52.1

5.1

9.7

2.8
1.1

0％ 20％ 40％ 60％

全体のほぼ５割が「女性は子ども

ができても、ずっと職業を持ち続

けるのがよい」と考えています。

男性は「仕事の内容に差別がある」、女性は「昇進・昇格の機会に差別がある」が最も多く2割近くと

なっています。

全体（462）

男性（176）

女性（267）

5



▼育児休業・介護休業等を取りやすくするために必要なこと

育児や介護への支援

区民調査▼育児休業・介護休業等の利用経験

区民調査

上司や同僚などの理解や協力が
あること

職場に利用しやすい雰囲気が
あること

復帰後の仕事が保障されること

休業中の賃金や手当などの
経済的支援があること

制度を利用したことによって
昇進や昇格に影響が出ないこと

休業中の代替要員が
確保されること

以前に制度を利用した人の
例があること

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

79.0

77.5

71.9

63.3

59.2

50.0

37.1

2.8

0.4

3.1

3.7

0％20％40％60％80％100％

77.3
81.7

77.7
78.6

66.7
76.6

63.3
64.6

56.8
62.1

47.7
52.8

33.3
40.5

2.7
3.1

0.4
0.4

3.4
2.2

2.3
3.8

100％80％60％40％20％0％

育児休業

子の看護休暇

介護休業

介護休暇

育児のための短時間勤務

介護のための短時間勤務

総数＝ 462
取得したこと

がある
在職中に必要
がなかった

職場に制度が
なかった

周囲の事情などに
より取得できなかった

経済的支援が
ない

有給休暇で
対応した

配偶者の取得により
利用しなかった その他 無回答

15.2 33.1 11.7

2.6 1.7 1.9 2.8
18.8 12.1

5.4 34.8 13.0

1.3 1.9
12.1

1.1
16.7 13.6

1.1
50.2 10.0

1.1 1.5
2.6

0.4
19.3 13.9

3.0 47.6 9.5

0.9 1.1

4.5

0.2

19.3 13.9

6.9 35.5 12.6 3.9

1.5 1.5 2.2

21.6 14.3

0.9
49.4 11.0

1.1 1.3 1.7 0.2

19.9 14.5

どの制度についても全体の7割以上が取得したことがなく、その理由として「在職中に必要がなかっ

た」が最も多く、次に「職場に制度がなかった」となっています。

女性は「上司や同僚などの理解や協力があること」、男性は「職場に利用しやすい雰囲気があること」

が最も多くなっています。

単位：％

男性（254）

女性（449）全体（752）
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区内企業（事業所）調査▼仕事と育児・介護との両立支援策の実施状況

区内企業（事業所）調査▼両立支援策の効果

40％30％20％10％0％

育児・介護期間中の
所定時間外労働の免除

短時間勤務制度の導入

フレックスタイム制度の導入

育児・介護期間中の始業・終業時刻の
繰り上げ・繰り下げ

事業所内託児施設の設置運営

有給休暇の半日未満単位での利用

育児・介護期間中の深夜労働の禁止

法定を超える子の育児休暇制度の導入

法定を超える子の看護休暇制度の導入

育児・介護期間中における
在宅勤務制度の導入

育児・介護に関する経済的支援

育児・介護期間中における転勤の免除

法定を超える介護休暇制度の導入

配偶者出産休暇制度の導入

実施している 導入を検討中 実施していない 無回答 実施している 導入を検討中 実施していない 無回答

介　護育　児

総数＝ 214

両立支援策を実施して

いる企業（事業所）では

“女性従業員の定着率が

向上した”が3割を超え

ています。

“育児・介護期間中における在宅勤務制度の導入”“育児・介護に関する経済的支援”は７割前後が「実

施していない」となっています。

単位：％ 単位：％

総数＝214

66.4 9.3 17.3 7.0

63.6 8.9 22.4 5.1

23.4 10.7 59.8 6.1

57.5 12.1 23.8 6.5

2.8
4.7 85.5 7.0

54.7 10.3 29.9 5.1

62.6 7.9 22.9 6.5

41.1 11.7 40.7 6.5

17.8 12.6 60.7 8.9

13.6 14.5 63.1 8.9

6.1 11.7 73.8 8.4

11.2 9.3 70.6 8.9

26.2 10.7 53.3 9.8

53.7 13.1 20.6 12.6

49.5 12.6 25.7 12.1

20.1 11.7 56.5 11.7

45.8 14.0 28.0 12.1

46.7 9.8 29.0 14.5

53.7 9.8 21.0 15.4

8.9 13.6 58.4 19.2

4.2 12.6 66.8 16.4

5.1 9.3 68.7 16.8

19.6 12.1 50.0 18.2

女性従業員の定着率が向上した

意欲や能力のある女性の人材活用が進んだ

仕事の進め方の効率化や業務改善に役立った

育児・介護経験により、従業員の視野が広がった

社会的責任を果たす企業のイメージが高まった

総体的に見て、経営にとって効果があった

優秀な人材の確保が以前より
容易になった

その他

特に効果はなかった

無回答

33.6

22.9

13.6

12.1

8.4

8.9

6.1

2.3

10.7

21.5

従業員同士が助け合う雰囲気や
一体感が醸成された

26.6

従業員のストレスが減った 7.0

企業や職場への従業員の愛着や信頼が高まった 13.6
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区民調査▼職業生活・家庭生活の時間の優先度

ワーク・ライフ・バランス

男　性

全　体

女　性

希 望

現 実

希 望

現 実

希 望

現 実

2.0

11.6 4.7 14.9 5.3 9.8 47.4

0.4

3.8

22.5 23.4 4.0 18.9 4.7 8.0 11.4 2.7 4.5

3.8 9.5 8.7 20.1 6.8 11.4 34.5

1.9

3.4

38.3 4.9 11.4 14.4 8.0 6.4 11.4

1.9

3.4

2.8

10.6 6.4 16.6 5.7 10.2 41.6

1.1

4.9

27.9 16.4 6.5 16.9 5.9 7.7 11.0

2.4

5.3

総数＝752

総数＝264

総数＝449

無回答

一致している

28.3％

一致していない
68.0％

3.7％

▼希望と現実の一致

希望と現実が一致しているのは全体の3割近く

にとどまっているのに対し、7割近くは希望と

現実の間にかい離がみられます。

「仕事」「家庭生活」「個人の生活（地域活動・趣味・学習）」の時間について、希望としては「すべて

のバランスをとりたい」が全体の４割を超えています。しかし現実に「すべてのバランスをとって

いる」のはほぼ1割となっています。

単位：％

単位：％

すべての
バランス

仕 事
家庭
生活

個人の
生活

仕事・
家庭生活

仕事・
個人の生活

家庭生活・
個人の生活

その他 無回答

総数
752人

単位：％

すべての
バランス

仕 事
家庭
生活

個人の
生活

仕事・
家庭生活

仕事・
個人の生活

家庭生活・
個人の生活

その他 無回答

すべての
バランス

仕 事
家庭
生活

個人の
生活

仕事・
家庭生活

仕事・
個人の生活

家庭生活・
個人の生活

その他 無回答
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取り組んでいる

96.7％

取り組んでいない

1.9％

無回答

1.4％

区内企業（事業所）調査▼ワーク・ライフ・バランス推進のための取り組み
▼ワーク・ライフ・バランス推進に取り組んだ効果

長時間労働を改善し、
従業員の健康が守られる

仕事以外の生活を充実させることで、
従業員の満足度や仕事への意欲が高まる

限られた時間で仕事を遂行しようと
するため、仕事の効率化が図れる

知識や技術、経験のある人材の離職を防ぎ、
有能な人材の確保につながる

仕事以外の生活の経験を通じ、生活者としての視点や
創造性が養われたり、資格を取得したりするなど、

従業員の能力向上につながる

企業イメージが向上しＰＲ効果につながる

その他

わからない

無回答

43.5

37.4

29.0

18.7

12.1

9.3

0.9

9.3

26.2

区内企業（事業所）調査

60％40％20％0％

取り組んだ効果として「長時間労働を改善し、従業員の健康が守られる」「仕事以外の生活を充実

させることで、従業員の満足度や仕事への意欲が高まる」が４割前後となっています。

９割半ばの企業（事業所）が

ワーク・ライフ・バランス

に取り組んでいます。総数
214

総数＝ 214

9



保育園、学童保育などの
育児環境を充実させること

男女とも労働時間の
短縮を図ること

男性の家事・育児・
介護参加を進めること

ワークシェアリングなど、
多様な働き方を導入すること

パートタイムなどの
労働条件を向上させること

テレワークの導入を進めること

出産後も職場復帰できる
再雇用制度を充実させること

育児・介護休業制度などの
利用促進を図ること

職場での男女の昇進、
待遇の格差をなくすこと

ホームヘルパーや福祉施設を
充実させること

男女の雇用機会を均等にすること

再就職を希望する女性のための
講座、セミナーを充実させること

その他

特にない

わからない

無回答

41.2

36.0

33.1

29.0

27.9

26.9

25.3

22.9

21.1

18.8

15.3

7.8

3.5

1.2

3.3

2.8

39.8
44.1

36.0
36.5

26.9
37.2

31.1
28.1

21.2
32.7

28.8
27.8

23.1
26.3

21.2
23.6

22.7
20.0

15.5
20.9

16.3
14.9

6.4
8.7

3.8
3.3

1.5
1.1

3.8
2.4

1.1
2.7

30％20％10％0％ 40％ 50％20％30％40％50％ 10％ 0％

区民調査▼男女が家庭や仕事をともに担う社会環境づくりのために重要なこと

▼ワーク・ライフ・バランス等の推進をするための推進部署や推進担当者の設置状況

推進体制

独立した部署があり、専任担当者がいる

独立した部署があるが、担当者は兼任である

既存の部署で、専任担当者が対応している

既存の部署で対応しているが、
担当者は兼任である

その他

無回答

5.1

2.3

4.7

54.2

23.8

9.8

60％40％20％0％

区内企業（事業所）調査

「男性の家事・育児・介護参加を進めること」「パートタイムなどの労働条件を向上させること」は

女性が男性を10ポイント以上上回っています。

「既存の部署で対応

しているが、担当者

は兼任である」が5

割台半ばとなってい

ます。

男性（254）

女性（449）全体（752）

総数＝ 214
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ハラスメント等

ある

特にない

無回答

21.4％

68.0％

10.6％
パワーハラスメント

モラルハラスメント

セクシュアル・ハラスメント

マタニティハラスメント

パタニティハラスメント

スクールハラスメント

ストーカー行為

性的マイノリティに関するハラスメント

リベンジポルノ

その他

12.5

11.0

3.3

1.3

0.7

0.5

0.4

0.1

0.0

1.2

20％10％0％

相談した

47.2％

相談しなかった
（できなかった）

49.7％

無回答

3.1％

区民調査▼ハラスメント等を受けた経験

38.5
61.3

30.8
40.3

23.1
41.9

53.8
30.6

7.7
6.5

0.0
8.1

7.7
3.2

7.7
3.2

0.0
1.6

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
3.2

家族や親戚

同僚

友人・知人

職場の上司

勤務先の相談窓口

民間の相談窓口

医療機関

労働組合の相談窓口

警察・警視庁総合相談センター

区の男女共同参画推進センター

区の福祉事務所

その他、区の行政の相談窓口

その他

56.6

39.5

38.2

34.2

7.9

6.6

5.3

3.9

1.3

0.0

0.0

0.0

3.9

▼ハラスメント等を受けたときの相談先

60％40％20％0％ 80％20％40％ 0％60％

5％ 15％

総数＝ 161

80％

この１年間にハラスメント等を

受けた経験が「ある」と回答した

方は全体の2割を超えています。

「パワーハラスメント」「モラル

ハラスメント」は1割台となって

います。「誰にも相談しなかった

（できなかった）」人は5割となっ

ています。

相 談 先 の 第 1 位 は、

男性が「職場の上司」、

女性が「家族や親戚」

となっています。

総数
752人

総数
161人

全体（76）
男性（13）

女性（62）
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就業規則等で禁止を明文化

防止のための研修、講習等を実施

事業所内の発行物に記事を掲載する等、意識啓発

問題が生じた場合の対応を明文化

事業所内で実態把握のための調査

その他

現在検討・計画中である

必要性は感じているが、取り組みは行っていない

特にない

無回答 総数＝ 214

55.6

35.0

22.9

21.5

14.5

2.3

1.4

7.5

8.9

3.3

相談・苦情等に対処するための相談窓口の設置 58.9

▼ハラスメント防止のために実施している防止措置の内容

区民調査▼性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）に関する現在の問題

性の多様化

職場、学校で嫌がらせやいじめを
受けること

夫婦と同様に同性パートナーとの
関係を認めてもらえないこと

就職、職場で不利な扱いを
受けること

考えたことがない・わからない

アパート等への入居を
拒否されること

宿泊施設、店舗等への入店や
施設利用を拒否されること

その他差別的な言動をされること

性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）
という言葉を知らない

無回答

46.2

48.8

42.0

48.1

40.2

43.7

28.8

23.2

15.9

20.0

14.8

18.0

8.7

13.8

1.9

2.0

6.4

6.0

46.8

44.7

41.5

25.1

18.6

16.6

11.8

2.3

7.3

60％40％20％0％

20％0％ 40％20％40％ 0％

区内企業（事業所）調査

60％ 60％

6割近くが「相談 ・ 苦情

等に対処するための相談

窓口の設置」をしている

と回答しています。

「職場、学校で嫌がらせやいじめを受けること」「夫婦と同様に同性パートナーとの関係を認めても

らえないこと」「就職、職場で不利な扱いを受けること」が4割台となっています。

全体（752）

男性（264）

女性（449）
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総数＝ 214

▼性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）に関して区に期待する施策 区民調査
▼性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）の配慮に関する取り組み

地域住民に理解が広がるように
啓発してほしい

当事者が抱える困難を
相談できる窓口について、

広く周知してほしい

就労において、差別をしないよう
企業に働きかけてほしい

同性パートナーであることを
証明する行政の証明書等を

発行してほしい

区職員・教職員が配慮して
対応するようにしてほしい

トイレや更衣室が性別に関係なく
使用できる施設にしてほしい

その他

特にない

無回答
男性（264）

女性（449）

41.3

40.1

34.1

39.6

32.2

37.4

22.7

25.6

23.1

23.6

20.5

17.8

3.4

3.6

19.3

13.4

7.2

7.6全体（752）

23.7

23.5

18.6

3.5

16.1

8.6

40.3

37.1

34.7

30％20％10％0％ 40％ 50％20％30％40％50％ 10％ 0％

相談窓口の設置

事業所内において、啓発ポスターなどを
掲示・配置

本人から申し出があった場合、トイレや更衣室の利用などの
対応について方針を定める

当事者が利用しやすいトイレや更衣室などを設置

社内の規定や採用情報などで「セクシュアリティで差別をしない」
などの文言を明記

結婚祝金や家族手当、慶弔見舞などの福利厚生を適用

性的マイノリティに関するイベントに事業所として参加

その他

現在検討・計画中である

必要性は感じているが、取り組みは行っていない

特にない

無回答

従業員の理解促進のための講習会や研修を実施

9.3

5.1

3.7

1.9

0.9

0.5

0.5

1.4

4.2

23.8

49.1

2.8

9.8

30％20％10％0％ 40％ 50％

区内企業（事業所）調査

「地域住民に理解が広がるように啓発してほしい」「当事者が抱える困難を相談できる窓口につい

て、広く周知してほしい」が4割前後となっています。

「必要性は感じているが取り組み

は行っていない」が２割を超え、

「特にない」はほぼ5割となって

います。
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区民調査▼暴力を受けたときの相談の有無

区民調査▼男女間での暴力の被害経験

区民調査▼暴力を受けたときの相談先

身体的暴力

精神的暴力

性的暴力

経済的暴力

何度もあった １～２度あった まったくない 無回答

4.0 8.3 79.8 7.9

6.7 7.6 76.6 9.1

2.4 4.2 84.0 9.4

2.9 3.7 84.3 9.1

単位：％

相談した

41.5％

相談しなかった
（できなかった）

53.1％

無回答

5.4％

家族や親戚

友人・知人

同僚

民間の相談窓口

職場の上司

その他、区の行政の相談窓口

労働組合の相談窓口

区の福祉事務所
（保護第一課・保護第二課）

医療機関

勤務先の相談窓口

区の男女共同参画推進センター

警察・警視庁総合相談センター

その他

無回答全体（54）

66.7

63.0

9.3

5.6

3.7

3.7

1.9

1.9

1.9

0.0

0.0

0.0

3.7

1.9

83.3
62.2

33.3
68.9

16.7
8.9

0.0
4.4

0.0
4.4

0.0
4.4

0.0
2.2

0.0
2.2

0.0
2.2

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.0
4.4

16.7
0.0

男性（6）

女性（45）

60％40％20％0％ 80％ 100％40％60％80％100％ 20％ 0％

ドメスティック・バイオレンス

『被害を受けたことがある』は“精

神的暴力”が14.3％、“身体的暴

力”が12.3％、“性的暴力”“経

済的暴力”がともに6.6％となっ

ています。

またその際「誰にも相談しなかっ

た（できなかった）」は５割を超え

ています。

相談先の第１位は、男性

が「家族や親戚」、女性

が「友人 ・ 知人」となっ

ています。

総数
130人

総数＝ 593
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被害者のための相談の充実

被害者の避難場所
（シェルター）の充実

法律による規制や
見直しを行う

犯罪の取締りの強化

被害者が自立するための
支援策の充実

家庭・学校での男女平等や
性についての教育の充実

行政や警察が啓発活動を
積極的に行う

捜査や裁判の担当官に
女性を増やす

過激なビデオソフトなど
の販売や貸し出しの制限

メディアの倫理規定・
規制の強化

地域で区民によるイベント
や研修などを行う

その他

特にない

わからない

無回答

44.1

41.2

38.0

37.6

32.7

31.4

29.0

16.1

15.3

9.3

5.5

3.2

1.6

5.2

6.1

42.8
47.0

38.3
44.3

35.2
40.3

40.2
37.4

27.3
36.5

28.4
33.2

35.2
25.8

14.0
17.8

11.0
17.1

13.3
7.6

4.9
6.2

2.3
4.0

2.7
1.1

6.4
3.6

5.3
5.8

30％20％10％0％ 40％ 50％

区民調査▼暴力防止や被害者の支援のために必要な対策

20％30％40％50％ 10％ 0％

「被害者のための相談の充実」「被害者の避難場所（シェルター）の充実」「法律による規制や見直し

を行う」「犯罪の取締りの強化」と続いています。

男性（264）

女性（449）全体（752）
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0％ 40％ 60％20％

地域活動・防災活動

区民調査▼地域活動への参加状況

区民調査▼男女とも地域活動に参加しやすくするため必要なこと

区民調査▼災害に備えるために、男女共同参画の視点から必要なこと

町会や自治会の活動

保護者会やＰＴＡ活動

ＮＰＯ、ボランティアなどの市民活動

審議会、委員会などの政策決定にかかわる活動

その他

参加している活動はない

無回答

27.5

14.8

2.8

15.3

4.9

0.4

1.5

50.7

3.6

スポーツ活動などの指導や育成

趣味・子育てなどのサークル活動

参加しやすい日時や場所を
設定すること

地域団体の取り組みについて
広報すること

労働時間の短縮やボランティア休暇
など、就労環境を整備すること

活動の場所を充実させること

男性が地域団体の活動に
関心や積極性を持つこと

性別により活動内容や役割の
区別をしないこと

女性が地域団体の活動に
関心や積極性を持つこと

その他

わからない

無回答

59.2

31.9

29.7

25.0

19.3

15.6

14.0

4.4

13.7

3.2

61.0
60.8

34.5
31.0

29.5
30.7

26.5
25.2

18.6
19.6

18.6
14.5

12.9
14.3

6.1
3.3

13.6
12.5

2.3
2.4

40％60％ 20％ 0％ 60％40％20％0％ 80％

安心・安全に過ごせる避難所・
一時滞在施設づくりの推進

男女のニーズに配慮した
計画等を作成すること

避難所整備や備品に
女性の意見を反映させること

男性も女性も地域の防災活動や
防災訓練に積極的に参加すること

各種計画等の策定や改定会議等で
男女のバランスをとること

女性の防災リーダーを育てること

その他

わからない

無回答

60.0

48.8

44.9

38.7

31.4

23.7

2.3

8.9

2.8

52.7
65.3

47.0
51.2

43.9
45.9

40.2
38.3

29.5
33.2

23.1
24.1

1.5
2.7

8.7
8.0

3.0
1.8

40％60％ 20％ 0％ 60％40％20％0％ 80％

80％

80％

全体の3割近くが「町会や自治会の活

動」に参加しています。

一方ほぼ５割が「参加している活動は

ない」と回答しています。

「参加しやすい日時や場所を

設定すること」がほぼ6割で

最も多くなっています。

「女性、子ども、障害者及び

要介護者等が安心・安全に

過ごせる避難所・一時滞在

施設づくりの推進」が6割

で最も多く、女性は男性

の割合を12.6ポイント上

回っています。

男性（264）

女性（449）全体（752）

男性（264）

女性（449）全体（752）

総数＝ 752
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男性を上回るほど
増える方がよい

1.9％

男女半々に
なるまで

増える方がよい

32.0％

男女半々までは
いかなくても
増える方がよい

51.1％

今のままでよい

8.1％

今より
少ない方がよい

1.3％

無回答

5.6％

江東区男女共同参画条例

男女共同参画 KOTO プラン

女性のなやみと
ＤＶホットライン・ＤＶ相談

女性のための法律相談

男女共同参画のための広報紙
『パルカート』の発行

江東区男女共同参画フォーラム

江東区パルカレッジ

男女共同参画学習講座

言葉も内容も
知っている

言葉を聞いたことが
あるが、内容は知らない

言葉を聞いた
ことがない

無回答

3.5 37.4 53.2 6.0

2.7 25.5 66.1 5.7

11.3 27.0 55.1 6.6

8.4 31.0 54.4 6.3

1.9

8.8 82.3 7.0

4.5 32.3 57.0 6.1

3.1 16.4 74.6 6.0

3.1 20.3 70.3 6.3

区民調査▼政策決定の場への女性の参画に対する考え方
▼男女共同参画推進センターの認知と利用

政策決定過程への女性の参画

男女共同参画に関する区の施策

区民調査▼男女共同参画推進に関する区の施策の認知度

利用したことがある

8.8％

知っているが、
利用した
ことはない

18.9％

施設があることを
知らない

63.2％

無回答

9.2％

全項目において5 割以上

が「言葉を聞いたことが

ない」と回答しています。

全体の8割台半ばが今よりも女性の

参画が増える方がよいと考えていま

す。

「施設があることを知らない」が

6割を超え、「利用したことがあ

る」は1割未満となっています。

単位：％

総数
752人

総数
752人

総数＝ 752
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0％ 40％ 60％20％

▼江東区に求められる男女共同参画推進施策

▼江東区に期待する男女共同参画推進施策

区民調査

区内企業（事業所）調査

保育施設や学童保育等の環境整備

社会全体の理解の促進のための啓発

男女共同参画や仕事と家庭生活の両立支援に
取り組む企業に対する資金的支援

相談や情報提供、事業所向けの講習会の開催

区内の企業の取り組み事例のＰＲ、
優良企業の表彰

仕事と家庭生活の両立支援策を円滑に
導入するための専門家の派遣

その他

特にない

無回答

39.3

29.4

25.2

20.6

9.3

7.5

0.9

18.2

10.7

30％20％10％0％ 40％

子育て・育児に関する支援の充実

高齢者・障害者介護に関する支援の充実

防犯に配慮したまちづくり

学校における男女平等教育の推進

一時保育制度などの充実

健康、福祉に関する相談の充実

起業や労働についての情報交換の場の
提供や相談

区と企業やＮＰＯなどとの協力体制の拡充

男女共同参画に関する講座・講演会の充実

地域活動やボランティア活動の促進

区職員の男女平等意識づくり

審議会等への女性の積極的な登用

在留外国人とのシンポジウムの開催
など国際理解の推進

男女共同参画ＫＯＴＯプランの充実、推進

その他

特にない

わからない

無回答

53.2

49.9

48.7

47.2

33.6

29.0

19.5

19.1

17.0

16.8

15.7

12.9

11.4

11.2

2.4

2.5

5.9

5.9

「保育施設や学童保育等の環境整備」がほぼ4割、「社会全体の理解の促進のための啓発」がほ

ぼ3割となっています。

「子育て・育児に関する支援の充実」「高齢者・障害者介護に関する支援の充実」「防犯に配慮

したまちづくり」「学校における男女平等教育の推進」が５割前後となっています。

総数＝ 752

総数＝ 214
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